
 

 

参考資料２ 我が国の社会的事業に対する資金供給の事例 

 



 

 

参考資料３ Ｇ８社会的インパクト投資タスクフォース報告書 

 

 



 

 

参考資料４ 法制比較表 

 

構成員
の名称

議決権／表決
権行使の原則

資格制限
最高意思
決定機関

業務執行の
意思決定

利益剰余金の
分配の可否

残余財産の
帰属先

株式会社 有
無

(各種業法や通達によ
る規制あり)

株主 1株1議決権 無 株主総会
取締役会（非設
置の場合は取

締役）
可 株主

・株主代表訴訟
・株主による役員の解任
・債権者等による役員への損害賠償請
求など

株主、
債権者等

（上場会社は有
報で財務諸表を

閲覧可)

大会社、監査等委員会設置会社
又は指名委員会等設置会社の

場合は会計監査人を設置

合同会社 有
無

(各種業法や通達によ
る規制あり)

社員 1人1議決権 無 -
社員（定款で定
めた場合は業
務執行社員）

可 社員

・社員による会社代表訴訟
・社員による業務執行社員の解任など
・債権者等による業務を執行する有限
責任社員への損害賠償請求など

社員、債権者 無

特定非営利活動
法人

有

有
（福祉、社会教育等20
の分野に限定。一定の
範囲内でその他の事業

も可）

社員 1人1表決権
無

（10人以上）
社員総会

理事
(定款で理事会
を設置可)

不可

・NPO法人
・国、自治体
・公益法人
・学校法人
・社福法人

・更生保護法人

・所轄庁による認証取消など

社員、
利害関係人

（所轄庁で誰でも
閲覧可)

無

有限責任事業組
合（ＬＬＰ）

無
無

（ただし、投機目的、士
業は不可）

組合員 1人1議決権 無 - 組合員 可 組合員
・債権者等による組合員に対する損害
賠償請求など

債権者（組合員
には作成後写し

を交付）
無

事業協同組合 有

有
（共同事業、貸付事
業、福利厚生、教育、
研究開発・需要開拓、

団体協約締結）

組合員 1人1議決権
無

（4人以上）

総会又は総代
会（組合員が
200人を超える

場合）

理事会 可 組合員 ・組合員による代表訴訟
組合員、
債権者

共済事業を行う事業協同組合で
あり、負債総額200億円以上の場

合は会計監査人を設置

一般社団法人 有
無

(各種業法や通達によ
る規制あり)

社員 1人1議決権
無

（ただし、設立時
に2名以上）

社員総会
理事

(定款で理事会
を設置可)

不可

・定款で定めた者
（社員は不可）

・社員総会で決議
した者
・国

・社員による役員の責任追及の訴え
・社員による役員の解任など
・債権者等による役員への損害賠償請
求など

社員、
債権者等

負債総額200億円以上の場合は
会計監査人を設置

公益社団法人 有

有
（学術、文化、支援、環
境等23の公益目的事
業に限定。一定の範囲
内で収益事業も可）

社員 1人1議決権
無

（同上）
社員総会 理事会 不可

・他の公益法人
・学校法人
・社福法人

・更生保護法人
・独立行政法人
・国、自治体

・社員による役員の責任追及の訴え
・社員による役員の解任など
・債権者等による役員への損害賠償請
求など
・行政庁による公益認定取消など

制限なし

①収益が1000億円未満、②費
用・損失合計が千億円未満、③
負債が50億円未満、の全ての要
件を満たす場合は会計監査人の

設置義務なし

消費生活協同組
合

有

有
（物資供給、施設利

用、生活文化向上、共
済、教育、医療、福祉、

貸付事業）

組合員 1人1議決権

有
（20人以上。居
住･勤務する自

然人）

総会又は総代
会（組合員500
人以上の場

合）

理事会
医療福祉事業を除

き可
組合員

・組合員による代表訴訟
・組合員による役員解任の請求など

組合員、
債権者

負債総額200億以上の場合は員
外監事を設置

認可地縁団体
有

(不動産登
記のみ)

有
（不動産の所有等）

会員 1人1表決権
有

(住民。世帯は
不可)

総会 代表者 不可

・規約で指定した
者（営利法人等は

不可）
・市町村

・市町村長による認可取消など 規定なし 無

ステークホルダーによる
責任追及

計算書類等の閲
覧対象者

公認会計士等による
外部監査義務

事業体の名称 法人格

法人の構成員 意思決定 財産分配

事業内容の限定


